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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期
第１四半期
累計(会計)期間

第23期
第１四半期
累計(会計)期間

第22期

会計期間
自平成21年５月１日
至平成21年７月31日

自平成22年５月１日
至平成22年７月31日

自平成21年５月１日
至平成22年４月30日

売上高（千円） 25,906 227,594 554,998

経常利益又は経常損失(△)（千円） △62,649 9,548 △205,481

四半期純利益又は四半期(当期)

純損失(△)（千円）
△61,791 8,778 △251,810

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 1,274,424 1,274,424 1,274,424

発行済株式総数（株） 10,663 10,663 10,663

純資産額（千円） 451,486 270,245 261,466

総資産額（千円） 958,281 1,059,026 967,589

１株当たり純資産額（円） 42,341.38 25,344.19 24,520.91

１株当たり四半期純利益金額又は

四半期(当期)純損失金額(△)（円）
△5,794.91 823.28 △23,615.38

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 47.1 25.5 27.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△96,927 10,643 △201,450

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,742 △298 22,011

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△3,000 38,980 129,340

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
87,172 183,581 134,256

従業員数（人） 32 34 32

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第22期第１四半期累計(会計)期間及び第

22期は、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

　　また、第23期第１四半期累計(会計)期間は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期会計期間において、該当事項はありません。

４【従業員の状況】

　　　提出会社の状況　　　　　　　　　　　        　　　　　 平成22年７月31日現在

従業員数（人） 34

　　　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、半導体検査装置の開発、製造、販売及び保守サービスを事業内容とする単一セグメントであるため、セグメン

ト情報を記載しておりませんので、生産実績、受注状況、販売実績を品目別に記載しております。
　
(1）生産実績

　  当第１四半期会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別 

当第１四半期会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）　 前年同四半期比（％）　

　金額（千円）　

基板ＡＯＩ 140,844 135.5　

半導体パッケージ外観検査装置 119,552     627.6

 テープ検査装置 6,208     47.1

 ＢＧＡ／リードフレーム検査装置 113,343     －

その他 23,054     281.0

合計 283,451     216.0　

　 （注）１．金額は販売価格によっております。

　　　　 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

         　

(2）受注状況

　当第１四半期会計期間の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
受注高
（千円）

前年同四半期比
（％）

受注残高
（千円）

前年同四半期比
（％）

基板ＡＯＩ 46,332 44.6 46,332     44.6

半導体パッケージ外観検査装置 187,700     225.6 181,950    218.7

 テープ検査装置 5,750     28.5 － －

 ＢＧＡ／リードフレーム検査装置 181,950     288.8 181,950    288.8

その他 12,299     85.5 2,030     37.5

合計 246,331     122.3 230,312    119.7

 　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　

(3）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別 

当第１四半期会計期間
（自　平成22年５月１日
   至　平成22年７月31日)　 前年同四半期比（％）　

金額（千円）

基板ＡＯＩ 127,950 －

半導体パッケージ外観検査装置 75,750     816.3

 テープ検査装置 5,750     62.0

 ＢＧＡ／リードフレーム検査装置 70,000 －

その他 23,894     143.7

合計 227,594     878.5

 　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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　　　　 ２. 前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売

　　　　　　実績に対する割合は次のとおりであります。　

相手先

前第１四半期会計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

当第１四半期会計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

金額
（千円）

割合
（％）

金額
（千円）

割合
（％）

鍋林株式会社　 － － 94,050 41.3

株式会社イースタン　 － － 37,895 16.7

サンヴァーテックス株式会社　 － － 33,900 14.9

株式会社カワイ　 － － 26,800 11.8
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２【事業等のリスク】

　 当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断上、重要と考えられる事項

には、以下のようなものがあります。

　 なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 継続企業の前提に関する重要事象等

　  当社は、当第１四半期累計期間においては13,244千円の営業利益を計上しておりますが、前々事業年度において

819,265千円の営業損失、前事業年度においても224,415千円の営業損失を計上しております。当該状況により、継続企

業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　

(2) 繰越利益剰余金のマイナスについて

　  当社は、前事業年度末において繰越利益剰余金は△1,669,455千円 でありましたが、当第１四半期会計期間で計上

した四半期純利益8,778千円及び固定資産圧縮積立金取崩額306千円により、当第１四半期会計期間末の繰越利益剰

余金は△1,660,370千円になりました。

　

(3）マザーズ上場廃止基準（時価総額基準）について

    当社株式は、平成22年８月の月間平均時価総額及び月末時価総額が３億円未満となりました。東京証券取引所有

　価証券上場規程第603条第１項第５号aでは、「月間平均時価総額」または「月末時価総額」が所要額に満たない場

　合において、９ヶ月（事業の現状、今後の展開、事業計画の改善その他東京証券取引所が必要と認める事項を記載　

　した書面を３ヶ月以内に東京証券取引所に提出しない場合にあっては、３ヶ月）以内に所要額以上とならないとき

　は上場廃止になる旨が規定されております。なお、平成22年１月末より同年12月末まで、所要額が５億円から３億

　円に変更して適用されております。当社の株式がマザーズ上場廃止となった場合は、上場市場での売買ができなく

　なり、換金性が著しく低下いたします。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況　

　　 当第１四半期会計期間における日本経済は、中国をはじめとするアジア諸国の需要に対応した輸出に牽引される形

で回復傾向にあるものの、アメリカやユーロ圏の景況感に不透明さが増してきているため円高傾向が継続し、日本

経済の先行きに対して大きな重荷になっております。 

  当社が属する半導体関連業界では、今年の前半から大手半導体メーカーが設備投資を活発化させており半導体関

連装置メーカーの受注高はリーマンショック以前のレベルに近づきつつあります。しかしながら前述のとおり先行

きの不透明感が払拭できない中で、依然として設備投資に慎重な姿勢を崩さないメーカーも多く、予断を許さない

状況が続いております。

  このような状況のもと、当社は、主力製品の基板ＡＯＩを中心に、従来製品のファイン対応ＢＧＡ検査装置及び

リードフレーム検査装置等の受注獲得に努めてまいりました。また、継続して徹底した経費削減に努め、厳しい中で

も利益を出せる体質を実現するべく取組んでまいりました。

　研究開発活動では、基板ＡＯＩの機能強化のための開発に注力するとともに、前事業年度に経済産業省から採択い

ただいた「戦略的基盤技術高度化支援事業」並びに「ものづくり中小企業製品開発等支援補助金」の両プロジェ

クトを中心に、次世代向けの画像処理システム及び関連技術の開発を実施しております。　

　この結果、売上高は２億27百万円（前年同四半期比778.5％増）、営業利益13百万円（前年同四半期は営業損失62

百万円）、経常利益９百万円（前年同四半期は経常損失62百万円）、四半期純利益８百万円（前年同四半期は四半

期純損失61百万円）となりました。

　

（2）財政状態の分析

  当第１四半期会計期間末における資産の部は、前事業年度末に比べ91百万円増加し、10億59百万円となりました。

これは主に、現金及び預金が49百万円増加し、受取手形及び売掛金が34百万円増加したことによるものであります。

　負債の部では、前事業年度末に比べ82百万円増加し、７億88百万円となりました。これは主に、長期借入金が１億23

百万円増加し、支払手形及び買掛金が34百万円増加し、短期借入金が１億円減少したことによるものであります。

　純資産の部では、前事業年度末に比べ８百万円増加し、２億70百万円となりました。これは、四半期純利益８百万円

を計上したことによるものであります。

　 

（3）キャッシュ・フローの状況 

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前四半期純利益の計上等

により、営業活動によるキャッシュ・フローがプラスとなり、また、借入れの純増等により、前事業年度末に比べ49

百万円増加し、当第１四半期会計期間末には１億83百万円となりました。

　当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は10百万円(前年同四半期は96百万円の使用)となりました。これは主に、税引前四半

期純利益９百万円を計上したことによるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は０百万円(前年同四半期は２百万円の収入)となりました。これは、保険積立金の積

立によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は38百万円(前年同四半期は３百万円の使用)となりました。これは、長期借入金１億

38百万円の純増及び短期借入金１億円の減少によるものであります。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。　　　
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（5）研究開発活動

　当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、27百万円であります。

　なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　 

（6）継続企業の前提に関する重要事象等の対応策について

   　当社は、当第１四半期累計期間においては13,244千円の営業利益を計上しておりますが、前々事業年度において

819,265千円の営業損失、前事業年度においても224,415千円の営業損失を計上しております。当該状況により、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

     当社は、プリント基板の外観検査装置及びＴＡＢテープやＢＧＡ・ＣＳＰ等の半導体パッケージの分野におい

て、特に高い性能を要求されるハイエンドの分野に注力して、事業活動を展開しております。一昨年のリーマン

ショック以降、設備投資が極端に低迷しておりましたが、前事業年度後半から新製品を中心に引合いが増加し、受注

も回復してまいりました。

     当社は、事業環境の変化に柔軟に対応できる企業体質を構築するため、検査対象を半導体パッケージからプリン

ト基板及び精密電子部品等に裾野を広げることで検査装置の製品ラインナップの拡充を図り、当社の強みである

ファインパターン検査技術及び高速連続検査技術によって、ユーザーの検査ニーズに対する高度なソリューション

を提供していくこと及びハイエンド分野で培った技術をベースとして、市場規模の大きい精密プリント基板市場に

向けた製品戦略を展開することで、売上拡大を実現し、収益基盤の安定化を図ってまいります。

     また、費用面においては、研究開発投資を戦略製品の開発に集中させることで、事業規模とのバランスを図る一

方、組織のスリム化や業務フローの見直し等、業務全般の徹底した改善による効率化を図り、収益構造の改善を進め

ております。

     資金面につきましては、引合いの増加、受注の回復が見えてきているとはいえ、今後の厳しい事業環境を踏まえ、

これまで以上に主要取引金融機関に対して継続的な支援が得られるよう良好な関係を築き、資金調達や資金繰りの

安定化に努めてまいりますので、資金面では問題はないと考えております。

     しかしながら、これらの対応策は実施途上にあり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れます。

     なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を四半期財務諸表には反映しておりません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

    当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

    当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

  りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,000

計 33,000

　②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年９月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

　普通株式 10,663 10,663
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制

度を採用してお

りません。

計 10,663 10,663 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成22年５月１日～

 平成22年７月31日
－ 10,663 － 1,274,424 － 605,524

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　　　　　　　　　　　　　　　　　
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　①【発行済株式】

 平成22年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式    10,663 10,663 －

端株 － － －

発行済株式総数 10,663 － －

総株主の議決権 － 10,663 －

 

　②【自己株式等】

 平成22年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年５月 ６月 ７月

最高（円） 39,850 46,900 32,100

最低（円） 25,450 26,510 26,600

　　　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年５月１日から平成21年７月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21

年７月31日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半期財務諸

表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期会計期間（平成22年５月１日から平

成22年７月31日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期財

務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

  なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年７月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 183,581 134,256

受取手形及び売掛金 ※2
 308,624 274,618

仕掛品 86,713 52,487

原材料及び貯蔵品 20,582 37,207

その他 6,451 9,621

貸倒引当金 － △900

流動資産合計 605,953 507,291

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 370,077 375,100

その他（純額） 40,039 41,299

有形固定資産合計 ※1
 410,116

※1
 416,399

無形固定資産 26,374 27,512

投資その他の資産 16,580 16,385

固定資産合計 453,072 460,298

資産合計 1,059,026 967,589

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 142,278 107,840

短期借入金 80,000 180,000

１年内返済予定の長期借入金 66,840 51,480

未払法人税等 1,922 5,773

製品保証引当金 7,687 6,962

その他 29,741 19,076

流動負債合計 328,469 371,133

固定負債

長期借入金 429,480 305,860

その他 30,831 29,129

固定負債合計 460,311 334,989

負債合計 788,781 706,123

純資産の部

株主資本

資本金 1,274,424 1,274,424

資本剰余金 605,524 605,524

利益剰余金 △1,609,703 △1,618,482

株主資本合計 270,245 261,466

純資産合計 270,245 261,466

負債純資産合計 1,059,026 967,589
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年７月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成22年７月31日)

売上高 25,906 227,594

売上原価 23,763 121,073

売上総利益 2,143 106,521

販売費及び一般管理費 ※1
 64,391

※1
 93,277

営業利益又は営業損失（△） △62,248 13,244

営業外収益

保険解約返戻金 631 －

補助金収入 803 －

保険事務手数料 － 44

スクラップ売却益 － 87

その他 71 25

営業外収益合計 1,506 157

営業外費用

支払利息 1,858 3,108

その他 50 744

営業外費用合計 1,908 3,853

経常利益又は経常損失（△） △62,649 9,548

特別利益

貸倒引当金戻入額 100 900

特別退職一時金戻入額 1,524 －

特別利益合計 1,624 900

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 508

特別損失合計 － 508

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △61,024 9,939

法人税、住民税及び事業税 974 974

法人税等調整額 △208 186

法人税等合計 766 1,161

四半期純利益又は四半期純損失（△） △61,791 8,778
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年７月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成22年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△61,024 9,939

減価償却費 8,757 9,374

支払利息 1,858 3,108

売上債権の増減額（△は増加） 19,593 △34,006

たな卸資産の増減額（△は増加） △76,817 △17,601

仕入債務の増減額（△は減少） 25,064 34,437

その他 △9,387 11,059

小計 △91,956 16,312

利息の支払額 △1,159 △1,798

法人税等の支払額 △3,811 △3,870

営業活動によるキャッシュ・フロー △96,927 10,643

投資活動によるキャッシュ・フロー

その他 2,742 △298

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,742 △298

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － △100,000

長期借入れによる収入 － 280,000

長期借入金の返済による支出 △3,000 △141,020

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,000 38,980

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △97,184 49,324

現金及び現金同等物の期首残高 184,356 134,256

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 87,172

※
 183,581
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【継続企業の前提に関する注記】

当第１四半期会計期間

（自 平成22年５月１日

　　至 平成22年７月31日）

当社は、当第１四半期累計期間においては13,244千円の営業利益を計上しておりますが、前々事業年度において

819,265千円の営業損失、前事業年度においても224,415千円の営業損失を計上しております。当該状況により、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社は、プリント基板の外観検査装置及びＴＡＢテープやＢＧＡ・ＣＳＰ等の半導体パッケージの分野において、特に

高い性能を要求されるハイエンドの分野に注力して、事業活動を展開しております。一昨年のリーマンショック以降、設

備投資が極端に低迷しておりましたが、前事業年度後半から新製品を中心に引合いが増加し、受注も回復してまいりまし

た。

当社は、事業環境の変化に柔軟に対応できる企業体質を構築するため、検査対象を半導体パッケージからプリント基板

及び精密電子部品等に裾野を広げることで検査装置の製品ラインナップの拡充を図り、当社の強みであるファインパ

ターン検査技術及び高速連続検査技術によって、ユーザーの検査ニーズに対する高度なソリューションを提供していく

こと及びハイエンド分野で培った技術をベースとして、市場規模の大きい精密プリント基板市場に向けた製品戦略を展

開することで、売上拡大を実現し、収益基盤の安定化を図ってまいります。

また、費用面においては、研究開発投資を戦略製品の開発に集中させることで、事業規模とのバランスを図る一方、組織

のスリム化や業務フローの見直し等、業務全般の徹底した改善による効率化を図り、収益構造の改善を進めております。

資金面につきましては、引合いの増加、受注の回復が見えてきているとはいえ、今後の厳しい事業環境を踏まえ、これま

で以上に主要取引金融機関に対して継続的な支援が得られるよう良好な関係を築き、資金調達や資金繰りの安定化に努

めてまいりますので、資金面では問題はないと考えております。

しかしながら、これらの対応策は実施途上にあり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます

。

なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期財務諸表には反映しておりません。 
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
 
 

当第１四半期会計期間 
（自　平成22年５月１日 
 至　平成22年７月31日）

会計処理基準に関する事項の変更   資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業

会計基準第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を

適用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ28千円減少しており、税

引前四半期純利益は、536千円減少しております。また、当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は1,509千円であります。　　

 

【表示方法の変更】

当第１四半期会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

（四半期損益計算書）　

　前第１四半期累計期間において営業外収益の「その他」に含めておりました「保険事務手数料」は、当第１四半

期累計期間において金額的重要性が増したため、区分掲記することとしました。

　なお、前第１四半期累計期間に含まれる当該金額は、58千円であります。　　　

　

　

【簡便な会計処理】

 
 
 

当第１四半期会計期間 
（自　平成22年５月１日 
 至　平成22年７月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。　

　　

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年７月31日）

前事業年度末
（平成22年４月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、307,993千円で

あります。

※２　四半期会計期間末日決済手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、四半期会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の四半期会計期間末日決済手形が四

半期会計期間末残高に含まれております。

　　　 受取手形　　　　　　　　　　10,799千円

　　　 支払手形　　　　　　　　　  25,754千円

　３　受取手形割引高　　　　　　　　　120,225千円

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、299,757千円で

あります。

　―

　

　

　

　

　　　

　

　

　３　受取手形割引高　　　　　　　　   66,150千円

　

（四半期損益計算書関係）

　
前第１四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
　  至　平成21年７月31日）

 

　
当第１四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
　  至　平成22年７月31日）

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

　給与及び手当 13,586千円

　支払手数料 13,395千円

 

　給与及び手当 20,084千円

　研究開発費 27,340千円

　 　

　２ 当社では、主として顧客の増産が集中する第４四半

期会計期間に需要が多く、第４四半期会計期間の

売上高及び営業費用が著しく増加する傾向があり

ます。

　２ 　　　　　　　　　　同左

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年７月31日現在） （平成22年７月31日現在）

現金及び預金勘定 87,172千円

現金及び現金同等物 87,172千円

 

現金及び預金勘定 183,581千円

現金及び現金同等物 183,581千円
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（株主資本等関係）

　当第１四半期会計期間末（平成22年７月31日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年５月１日　至　平成22

年７月31日）

　１．発行済株式の種類及び総数

 　 　普通株式  　　10,663株 

　２．自己株式の種類及び株式数

　　　該当事項はありません。

　３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　４．配当に関する事項

　　　該当事項はありません。

（金融商品関係）

　当第１四半期会計期間末（平成22年７月31日）

　短期借入金及び長期借入金が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比

べて著しい変動が認められます。　

（単位：千円）

　 　 　 四半期貸借対照表計上額 ※２ 時　　価 ※２ 差　　額 ※２
(1)短期借入金 　 (80,000) (80,000) －
(2)長期借入金 ※１ (496,320) (498,076)(1,756)

 ※１ 長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金66,840千円を含めております。

 ※２ 負債に計上されているものについては( )で示しております。　

 (注)金融商品の時価の算定方法

  (1)短期借入金

　短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

  (2)長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。　　

　

（有価証券関係）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

　当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　　　　　当第１四半期会計期間末（平成22年７月31日）

　　　　　前事業年度の末日に比べ著しい変動がないため記載しておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、半導体検査装置の開発、製造、販売及び保守サービスを事業内容とする単一セグメントであるため、記載

を省略しております。　

　

（追加情報）

　　　当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しております。

　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年７月31日）

前事業年度末
（平成22年４月30日）

１株当たり純資産額 25,344.19円 １株当たり純資産額 24,520.91円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第１四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純損失金額 5,794.91円 １株当たり四半期純利益金額 823.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

期純損失であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

　

 　　（注）１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失

金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） △61,791 8,778

普通株主に帰属しない金額（千円） －　 －　

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
△61,791 8,778

期中平均株式数（株） 10,663 10,663

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前事業年度末から重要な変動があっ

たものの概要

           ――            ――

（重要な後発事象）

　　　  該当事項はありません。

（リース取引関係）

該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年９月14日

インスペック株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下　隆　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 杉山　勝　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているインスペック株式会

社の平成21年５月１日から平成22年４月30日までの第22期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21

年７月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、インスペック株式会社の平成21年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

追記情報

１. 継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前々事業年度において23,891千円の営業損失を計上し、

前事業年度においては売上高が著しく減少するとともに819,265千円の営業損失を計上している。また、当第１四半期

累計期間においても62,248千円の営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する

対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

２. 四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は前事業年度の第３四半

期会計期間より、原材料の評価方法について先入先出法から移動平均法に変更したため、前第１四半期会計期間と当第

１四半期会計期間で原材料の評価方法が異なっている。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年９月14日

インスペック株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 山下　隆　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士 杉山　勝　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているインスペック株式

会社の平成22年５月１日から平成23年４月30日までの第23期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年５月１日から平成

22年７月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、インスペック株式会社の平成22年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当第１四半期累計期間においては13,244千円の営業利益

を計上しているが、前々事業年度において819,265千円の営業損失、前事業年度においても224,415千円の営業損失を計上し

ている状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注

記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期

財務諸表に反映されていない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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